
令和２年度 

第２回 高崎市新町地域振興協議会 次第 

 
 
日 時：令和３年１月２２日（金） 

午後１時３０分～ 
会 場：新町支所 ３階 大ホール 

 
 

１ 開  会  
 
 
２ 挨  拶 

 
 

３ 議  事 
（１）新町地域に関わる事業報告について        

 
（２）新町地域のまちづくりに関する意見について    

 
 

４ 連絡事項 
 
 
 ５ 閉  会 
 
 
 

<配布資料> 

 

資 料 １ 新町地域に関わる事業報告一覧 
 
資 料 ２ 新町地域のまちづくりに関する意見一覧 
 
参考資料 令和元年度高崎市決算の概要について 



 

 

 

 

資料１ 

 

新町地域に関わる事業報告一覧 

 
ページ 事 業 名 所  属 

1 新町駅エレベーター設置事業 都市計画課 

2 ～ 3 国道１７号本庄道路事業 都市計画課 

4 新町防災体育館（仮称）建設事業 スポーツ課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 



新町地域に関わる事業報告書 

  

事務事業名 新町駅エレベーター設置事業 
所属 

（支所） 

都市整備部都市計画課 

（新町支所地域振興課） 

実施期間 平成２８年度～令和３年度 事業の種類 ハード事業 

 

【事業概要】 

対 象  

実施目的 具体的手段 そ の 他 

新町駅のバリアフリー化を推

進するためエレベーターを設

置する。 

・JR 東日本（株）高崎支社と連

携し、エレベーターの設置に

向け調査研究を行う。 

・駅構内こ線橋にエレベータ

ーを設置する。 

 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
決算額 令和元年度事業実績 

合計 94,111 0 ・令和元年９月 

ＪＲ東日本（株）高崎支社と工事施工に関する協定書締結 

・令和２年３月 

エレベーター設置工事着手 

 

令和元年１０月の台風１９号により、ＪＲ東日本（株）高崎支社

管内の鉄道施設が被災し、資機材や人材の確保が困難に

なったため着手時期に遅れが生じた。 

国   

県   

地方債   

その他   

一般 94,111 0 

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
令和２年度事業進捗状況 

合計 236,551 ・引き続きエレベーター設置工事を行う。 

 

・令和３年６月 

工事完成予定 

国  

県  

地方債  

その他  

一般 236,551 
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新町地域に関わる事業報告書 

  

事務事業名 国道１７号本庄道路事業 
所属 

（支所） 

都市整備部都市計画課 

（新町支所地域振興課） 

実施期間 平成１５年度～ 事業の種類 ハード事業 

 

【事業概要】 

対 象  

実施目的 具体的手段 そ の 他 

国道１７号の交通渋滞の緩和、

事故対策及び沿道環境の改

善、また神流川橋の架け替え

による防災・震災対策のため 

・国道１７号本庄道路の整備 

・神流川橋の架け替え 

道路延長Ｌ＝１３．１ｋｍ 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
決算額 令和元年度事業実績 

合計   事業中区間：埼玉県本庄市沼和田～群馬県高崎市新町 

計画延長 Ｌ＝７．０ｋｍ（うち高崎市区間Ｌ＝０．５ｋｍ） 

進捗率 

・事業進捗率（事業費ベース）  ４３％ 

・用地買収              ４５％ 

・神流川橋（埼玉県側）Ｌ＝４３９ｍの橋桁架設に着手 

国   

県   

地方債   

その他   

一般   

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
令和２年度事業進捗状況 

合計  ・神流川橋（群馬県側）Ｌ＝２９０ｍの橋桁架設に着手 

・群馬県側上り線（新町駐屯地側）Ｌ＝２００ｍの道路改良を施工予定 

及び、下り線側の盛り土を施工予定 

 

・令和４年 

神流川橋開通予定（暫定 2 車線） 

   

   

国  

県  

地方債  

その他  

一般  
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新町地域に関わる事業報告書 

  

事務事業名 新町防災体育館（仮称）建設事業 
所属 

（支所） 
総務部スポーツ課 

実施期間 令和元年度～令和３年度 事業の種類 ハード事業 

 

【事業概要】 

対 象  

実施目的 具体的手段 そ の 他 

新町地域は、複数の川に囲ま

れ大規模な洪水被害が想定さ

れている。そのため老朽化した

住民体育館を緊急時に円滑な

避難が可能となる体育館に建

替えるもの 

弁財天公園に隣接している芝

生広場の一角に防災機能を有

した体育館を新築する 

 

 

【事業実績】 

区分 

(千円) 

当初 

予算額 
決算額 令和元年度事業実績 

合計 31,000 30,231 新町防災体育館（仮称）を建設するにあたり、測量、地質調

査、実施設計を行った。 
国   

県   

地方債 26,400 14,600 

その他   

一般 4,600 15,631 

 

【事業進捗状況】 

区分 

(千円) 

現計 

予算額 
令和２年度事業進捗状況 

合計 621,704 令和２年 4 月から文化財発掘調査開始 

令和２年１０月に建設工事ほか契約完了 

令和２年１１月から工事着手 

 

令和３年１２月に完成予定 

 

国 72,828 

県  

地方債 452,500 

その他  

一般 96,376 
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資料２ 
 
 
 
 
 
 
 
 

新町地域のまちづくりに関する意見一覧 
 

新町支所 地域振興課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

■新町地域のまちづくりに関する意見〔令和３年１月２２日開催〕                              №１ 
内容区分 意  見 回  答 

円滑な消防団活動におけ

る高崎線の連続立体交差

化事業の現状について 

新町方面隊は本団のほか、４分団に分かれており、鉄北に

３分団、鉄南に１分団という形で設置されている。 
 新町地域は、国道１７号や鉄道によって南北に分断されて

いるため、特に踏切が閉まった場合には消防車両が通過でき

ず、現場到着に時間を要し、鉄南方面の消防活動に支障が出

る可能性がある。 
 そこで、国道１７号や鉄道によって消防活動に支障が出な

いよう、また、地域住民の利便性向上のためにも、群馬県が

令和４年度までに事業着手を目指している高崎線の連続立

体交差化事業の現状について、ご教授をお願いしたい。 

連続立体交差化事業の事業主体となります群馬県が、昨年１２月

に発表いたしました「ぐんま・県土整備プラン２０２０」によりま

すと、従前の整備プランにおいて『令和４年度までに着手』とされ

ていた連続立体交差化事業は、新たなプランでは『着手に向けて検

討する事業』との表記に改められております。 
 変更された理由ですが、県に確認したところ、一昨年の台風１９

号による西毛、吾妻地域を中心とした甚大な被害の復旧事業や、今

後の気象災害への防災・減災対策を優先せざるを得ないという点が

主な理由とのことです。 
 しかしながら、当事業は新町時代からの地元の悲願であると認識

しておりますので、本市としては、緊急車両の円滑な通行をはじめ、

渋滞解消及び事故防止等の観点から、引き続き県に対し要望してい

きたいと考えております。 
 
 

災害対策車（排水ポンプ

車）の運用方法について 
今年度、高崎市が新規に購入した災害対策車（排水ポンプ

車）２台のうちの１台を、新町支所に配備をしていただいた。

このことは、令和元年の台風１９号による浸水被害を受けた

状況からも、新町住民にとっては大変喜ばしいことである

と、あらためて感謝申し上げる。 
 さて、今期はすでに台風シーズンも過ぎましたので、出動

の機会はないと思うが、来期の大雨や台風に向けた災害対策

車（排水ポンプ車）の運用方法について、市のお考えをお聞

かせください。 
 

本市においては、今年度新規に購入した２台の災害対策車（排水

ポンプ車）と、既存車を併せた３台を運用していくこととしており、

そのうちの１台を新町支所に配備いたしました。新町地域において

は、令和元年の台風１９号の際には、内水被害が発生したこともあ

り、今後も台風接近時や河川の増水時には早期の排水作業が必要と

なることから配備を決定したものです。 
今後の運用にあたりましては、気象状況や河川の水位状況などを

考慮しながら、市域全域における効果的な浸水対策に繋がるよう、

適切に対応してまいりたいと考えております。 
 
 
 



 

■新町地域のまちづくりに関する意見〔令和３年１月２２日開催〕                              №２ 

 

内容区分 意  見 回  答 
新町防災体育館（仮称）の

運用について 
今年度は、新町地域は幸いにも台風による被害が少なく、

ほっとしている現状である。 
さて、昨年から続いている新型コロナウイルスの影響によ

り、災害時には従来と違った避難所運営が必要となり、三密

を防ぐなどの感染症拡大防止対策が強く求められている。 
今年度は、新町防災体育館（仮称）の工事が着工となり、

災害の危険性が高い新町としては、完成が大いに待たれ、ま

た期待するところである。 
そこで、完成前に可能な限りの青写真と運用案を住民に教

示していただき、知識を高めるとともに、また、完成後には

防災安全課の指導のもと、住民全体が参加・体験できる避難

訓練の実施を要望します。  
 住民が積極的に参加して訓練を行い、市とも連携すること

で、より良い避難所運営が可能になる事を期待します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当該建設地につきましては、現在も指定緊急避難場所及び広域避

難場所として、災害時に緊急避難をする場所として位置づけている

ため、完成後は指定避難所の一つとして運用していく予定でござい

ます。 
 しかしながら、当該地は洪水浸水想定区域に含まれますことから、

洪水時の運用につきましては、地域住民の皆様のご意見を伺いなが

ら、今後検討を進めてまいりたいと考えております。 
 また、完成後の避難訓練でございますが、完成までにはまだ１年

程度を要します。 
 是非とも、それぞれの自主防災組織が主体となり、連携して訓練

を重ね、来るべき完成に向け、地域の防災力の向上に努めていただ

きますようお願い申し上げます。 
本市といたしましても、積極的に応援してまいりたいと考えてお

ります。 
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令和元年度高崎市決算の概要について

　令和元年度の「一般会計」と「各特別会計」の決算は下表のとおりとなりました。
「一般会計」の歳入は、１,６８５億７,４３４万円、歳出は、１,６４２億１,１５５万円で、歳
入・歳出の款別構成状況は、２ページ・３ページのグラフのとおりです。
　なお、表中の各金額は万円未満を四捨五入しているため、計数整理の結果、表内で異同を生じ
ることがあります。

一般会計・各特別会計歳入歳出決算一覧表

（単位　万円）

区　　　　　分 予　算　額
決　　　算　　　額

歳　　　入 歳　　　出

一　　般　　会　　計 １,６８１億４,０００ １,６８５億７,４３４ １,６４２億１,１５５

特　　別　　会　　計 ７６１億   ２４５ ７６３億５,９７５ ７５２億３,３８２

国民健康保険事業 ３６０億７,２２６ ３６３億１,３４５ ３５７億   ４９０

介 護 保 険 ３４４億７,３７５ ３４３億８,５０５ ３４０億４,３６９

牛 伏 ド リ ー ム
セ ン タ ー 事 業

１億３,１１１ １億２,８４６ １億１,５１５

母 子 父 子 寡 婦
福祉資金貸付事業

５,６４８ ７,１５２ ４,９４８

後 期 高 齢 者 医 療 ４７億   ７６７ ４８億１,０６３ ４６億７,２６３

農業集落排水事業 １億４,０９８ １億４,２３７ １億３,９７２

合　　　　  　　　計 ２,４４２億４,２４５ ２,４４９億３,４０９ ２,３９４億４,５３７

駐 車 場 事 業 １億６,４２５ １億５,２３１ １億５,２３１

土 地 取 得 事 業 ３億５,５９５ ３億５,５９５ ３億５,５９４



県支出金 103億7,152万円 (6.1％)
繰 入 金 88億5,541万円 (5.3％)

地方消費税交付金 68億8,477万円 (4.1％)
使用料及び手数料 28億8,857万円 (1.7％)
繰 越 金 16億1,324万円 (1.0％)
地方譲与税 12億6,595万円 (0.7％)
地方特例交付金 9億6,696万円 (0.6％)
そ の 他 21億1,379万円 (1.2％)

＊歳入の「その他」は、分担金及び負担金、
自動車取得税交付金、財産収入、配当割交付
金、寄附金、株式等譲渡所得割交付金、ゴル
フ場利用税交付金、利子割交付金、交通安全
対策特別交付金、国有提供施設等所在市町村
助成交付金、環境性能割交付金です。

市 税
625億3,935万円

(37.1％)

【歳 入】

歳 入

1,685億7,434万円

国庫支出金

243億8,479万円
(14.5％)

地方交付税
135億9,516万円

(8.1％)

諸 収 入
162億2,692万円

(9.6％)

一般会計歳入・歳出決算額の款別構成状況

市 債

168億6,790万円
(10.0％)



民 生 費

570億6,975万円
(34.7％)

総 務 費

167億4,052万円

(10.2％)

商 工 費

156億1,684万円
(9.5％)

土 木 費

292億 46万円
(17.8％)

教 育 費

147億6,796万円
(9.0％)

公 債 費

132億4,993万円
(8.1％)

歳 出

1,642億1,155万円

◎ 歳入決算額 １,６８５億７，４３４万円（Ａ）
歳出決算額 １,６４２億１，１５５万円（Ｂ）
差 引 額 （Ａ）－（Ｂ）＝ ４３億６，２７９万円

※差引額のうち、翌年度へ繰越すべき財源として、繰越明許費繰越額
７億１,０５３万円を繰越し、さらに財政調整基金へ３０億円積み立て、
残りの６億５，２２６万円を翌年度への繰越金としました。

【歳 出】

衛 生 費 88億7,230万円(5.4％)

消 防 費 45億3,223万円(2.8％)

農林水産業費 27億8,538万円(1.7％)

そ の 他 13億7,618万円(0.8％)

＊歳出の「その他」は、議会費、労働費、
災害復旧費です。



２

３０年度 元年度
構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％
1 地 方 税 ６１９億３,０８０ ３７．１ ２.２ ６２５億３,９３５ ３７．１ １.０

2 地 方 譲 与 税 １２億４,８７５ ０.７ ０.８ １２億６,５９５ ０.８ １.４

3 利子割交付金 ８,９３５ ０.１ △１.７ ４,５５３ ０.０ △４９.０

4 配当割交付金 １億９,４０３ ０.１ △２２.８ ２億２,３２７ ０.１ １５.１
5 株 式 等 譲 渡
所得割交付金 １億６,１８３ ０.１ △３７.２ １億３,３０５ ０.１ △１７.８

6
７２億７,７９５ ４.４ ５.４ ６８億８,４７７ ４.１ △５.４

7
１億２,４０４ ０.１ △２.５ １億２,１３４ ０.１ △２.２

8
３億９,６４０ ０.２ ２.７ １億９,１７２ ０.１ △５１.６

9
－ － － ５,６３２ ０.０ 皆増

10
３,１１７ ０.０ △０.９ ３,０６１ ０.０ △１.８

11 地方特例交付金 ３億１,７９３ ０.２ １５.７ ９億６,６９６ ０.６ ２０４.１

12 地 方 交 付 税 １３３億４,７５７ ８.０ △５.４ １３５億９,５１６ ８.１ １.９
普 通 交 付 税 １１３億６,１３５ ６.８ △６.６ １１５億２,１３１ ６.９ １.４
特 別 交 付 税 １９億８,６２２ １.２ ２.１ ２０億７,３８５ １.２ ４.４

13
７,９６０ ０.０ △７.１ ７,９１１ ０.０ △０.６

14 分担金・負担金 ８億２,９２６ ０.５ △１６.２ ６億４,４１７ ０.４ △２２.３

15 使用料・手数料 ３０億６,９８５ １.９ △２.５ ２９億   ６１１ １.７ △５.３

16 国 庫 支 出 金 ２３３億７,７１６ １４.０ ３.４ ２４３億３,４２９ １４.４ ４.１

17 県 支 出 金 １０８億 　　　４ ６.５ △０.３ １０５億３，６６２ ６.２ △２.４

18 財 産 収 入 ２億３,３０５ ０.１ △１４.４ ２億４,６８６ ０.１ ５.９

19 寄 附 金 １億６,２８８ ０.１ １７.８ ２億７,１６９ ０.２ ６６.８

20 繰 入 金 ６０億９,３７３ ３.７ ０.５ ８８億５,５９６ ５.３ ４５.３

21 繰 越 金 ２０億３,９５４ １.２ ０.６ １６億３,９５２ １.０ △１９.６

22 諸 収 入 １７３億３,４２０ １０.４ △１０.３ １６１億６,９４３ ９.６ △６.７
貸付金元利収入 １３７億２,５１６ ８.２ △１２.５ １２１億１,３９４ ７.２ △１２.０

23 地 方 債 １７６億１,５１０ １０.６ １９.９ １６８億６,７９０ １０.０ △４.２

１,６６７億５,４２１ １００.０ １.４ １,６８６億   ５６７ １００.０ １.１合           計

  普通会計による決算状況

※普通会計とは、他の地方公共団体（県や市町村）などと比較しやすいように、「一般会計」と
「特別会計のうち公営事業会計以外の会計」を総合してひとつの会計としてまとめ、全国共通の
基準に調整した会計です。

歳　　　　入 （単位  万円）
　　　　　年　度
区　分

自動車税環境
性能割交付金

地 方 消 費 税
交 付 金

ゴルフ場利用
税 交 付 金

自動車取得税
交 付 金

国有提供施設
等助成交付金

交通安全対策
特 別 交 付 金



３０年度 元年度

構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％

1 人 件 費 ２０３億６,７６５ １２.６ ０.８ ２０４億６,５４２ １２.５ ０.５

う ち 職 員 給 １２８億７,１５７ ８.０ ０.５ １３１億２,９４２ ８.０ ２.０

2 扶 助 費 ３４４億１,３０５ ２１.３ ０.７ ３５９億１,８７３ ２１.９ ４.４

3 公 債 費 １３６億３,８６４ ８.４ △１.５ １３６億   ５８８ ８.３ △０.２

4 物 件 費 １９３億７,８６８ １２.０ ３.５ ２０５億２,０３５ １２.５ ５.９

5 維 持 補 修 費 １３億４,５０４ ０.８ １.３ １３億   ９２５ ０.８ △２.７

6 補 助 費 等 １７０億１,６４４ １０.５ △０.２ １８４億３,２６６ １１.２ ８.３

7 積 立 金 ８億５,６４８ ０.５ △１１.３ ８億   １９６ ０.５ △６.４

8 投資・出資金

貸 付 金 １３７億６,２５６ ８.５ △１２.４ １３０億４,９９８ ７.９ △５.２

う ち 貸 付 金 １３７億１,７３７ ８.５ △１２.５ １３０億２,９１２ ７.９ △５.０

9 繰 出 金 １１８億４,８４９ ７.３ ２.３ １２０億６,５８１ ７.３ １.８

10 普通建設事業費 ２９１億８,７６８ １８.１ １３.４ ２７７億４,９９５ １６.９ △４.９

うち補助事業費 １４６億２,４７９ ９.０ １１.９ １３０億６,４５６ ８.０ △１０.７

うち単独事業費 １４５億６,２８９ ９.０ １４.９ １４６億８,５３９ ８.９ ０.８

11 災 害 復 旧 費 ０ ０.０ 皆減 ３億     ８２ ０.２ 皆増

１,６１８億１,４６９ １００.０ １.６ １,６４２億２,０８３ １００.０ １.５

４９億３,９５２ ― △３.９ ４３億８,４８３ ― △１１.２

歳 入 歳 出
差 引 剰 余 金

歳　　　　出 （単位  万円）

　　　　　年　度
区　分

合      計



３ 　令和元年度普通会計による県内他市との比較

※用語の説明

財 政 力 指 数
　普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た
数値の３ヵ年平均値で、数値が１に近くあるいは１を超えるほど財政力が強
いとされています。

財政調整基金
　突発的な災害や緊急を要する経費に備えるために設置された基金です。
　また、決算剰余金が多いときは積み立て、財源不足時に取り崩すという、
年度間の調整的な役割も果たします。

減 債 基 金
　市債（借金）の償還（返済）の増加に備えるために設置される基金です。
　公債費が他の経費を圧迫するような場合には、この基金を取崩して公債費
に充てます。

経常収支比率
　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標です。一般財源収
入額のうち経常的な経費に充当される一般財源の割合で、比率が高いほど財
政運営が硬直化していると考えられます。

実質公債費比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政の健全化を判
断する指標の一つで、市債の元利償還金及びこれに準ずる経費の、標準財政
規模に対する比率です。この比率が２５％以上になると早期健全化団体、
３５％以上で財政再生団体となります。

将来負担比率

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政の健全化を判
断する指標の一つで、地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的
な負債の、標準財政規模に対する比率です。市町村では、３５０％以上にな
ると財政の早期健全化を図ることとなります。

23億6,942 3億1,416

実 質 収 支
　歳入から歳出を差し引いた額を「形式収支」といいますが、この「形式収
支」から翌年度へ繰越すべき財源を差し引いた決算額のことをいいます。

実質収支比率 　標準財政規模に対する実質収支の割合です。

99億4,714

減 債 基 金 10億4,871 243 2億7,352 3,591 11億8,256

積 立 金

現 在 高

財 政 調 整 基 金 44億1,008 60億6,846 36億7,748 52億  681

そ の 他 54億3,052 30億8,283 47億  137

財 政 力 指 数 0.857 0.821 0.572 0.848 1.029

将 来 負 担 比 率 47.6％ 66.6％ － 41.9％ 23.4％

実 質 公 債 費 比 率 5.5％ 7.9％ 4.8％ 4.9％ 5.4％

地 方 債 現 在 高 1,529億5,024 1,540億1,853 345億1,777 708億  181 606億5,699

経 常 収 支 比 率 95.6％ 97.9％ 96.5％ 93.8％ 99.1％

実 質 収 支 比 率 4.4％ 2.8％ 8.6％ 5.9％ 4.3％

実 質 収 支 36億7,430 21億2,203 21億9,900 25億1,914 19億4,664

歳 出 総 額 1,642億2,083 1,389億3,309 451億1,541 764億7,919 762億2,154

（単位　万円）

区 分 高崎市 前橋市 桐生市 伊勢崎市 太田市

歳 入 総 額 1,686億  567 1,419億6,766 475億  209 791億4,627 788億6,974

人 口 （ R2.3.31 現 在 ） 372,147人 335,360人 109,490人 213,167人 224,497人


